
１１１１　　　　総括総括総括総括

 (1) 人件費(1) 人件費(1) 人件費(1) 人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

人

 (2) 職員給与費(2) 職員給与費(2) 職員給与費(2) 職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

    人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、２６年４月１日現在の人数である。

 (3) ラスパイレス (3) ラスパイレス (3) ラスパイレス (3) ラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況

16,736

(参考)
２６年度の人件費率

％

16.0

実質収支

千円

296,354

人 件 費
Ｂ

千円

1,308,876

人件費率
Ｂ/Ａ

％

16.5

住民基本台帳人口
（２８年１月１日）

区　分

２７年度

別紙３

会津坂下町の給与・定員管理等について

３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当
該職員を含んでいない。

２７年
度 160 603,054 72,848

 歳 出 額
Ａ

千円

7,925,472

5,664 5,602

  (参考)
一人当たり給
与費Ｂ/Ａ

(参考)
類似団体平均一
人当たり給与費

給　 料 職員手当
期末･勤勉手

当

区　分
職員数

Ａ

230,340 906,242

 計　Ｂ

給　　　　　与　　　　　費

100

105

(H25.4.1)

96.4 

(H26.4.1)

95.6 (H27.4.1)
(H28.4.1)

97.3 
(H25.4.1)

96.1

(H26.4.1)

96.2 
(H27.4.1)

(H28.4.1)

96.3

(H25.4.1)

(H26.4.1)

95.6
(H27.4.1)

(H28.4.1)

96.3 

 (4)　(4)　(4)　(4)　給与改定給与改定給与改定給与改定のののの状況状況状況状況（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ２６２６２６２６年度年度年度年度までまでまでまで人事院勧告準拠人事院勧告準拠人事院勧告準拠人事院勧告準拠））））
    ①月例給

円 円 円 ％ ％ ％

２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数
（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100とし
て計算した指数。

３　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとし
た場合の値である。

※　２７年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇して
いる場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

該当なし

(参考)国の改
定率給与改定率

民間給与Ａ 公務員給与Ｂ 較差Ａ－Ｂ 勧告（改定率）

人事院の勧告

0.30% 0.40%

２７年
度

区　分

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均
給与月額である。

382,898 382,266 632 0.30%

90

95

会津坂下町 類似団体平均 全国町村平均

(H25.4.1)

96.4 

(H26.4.1)

95.6 (H27.4.1)

95.8 

(H28.4.1)

97.3 
(H25.4.1)

96.1

96.2 
(H27.4.1)

96.2 

96.3

(H25.4.1)

95.4

(H26.4.1)

95.6
(H27.4.1)

95.8

(H28.4.1)

96.3 



    ②特別給（期末・勤勉手当）

月 月 月 月 月 月

(5)　(5)　(5)　(5)　給与制度給与制度給与制度給与制度のののの総合的見直総合的見直総合的見直総合的見直しのしのしのしの実施状況実施状況実施状況実施状況についてについてについてについて

①給料表の見直し

［　実施　　未実施］

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

②その他の見直し内容

２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況

区　分

人事院の勧告

２７年
度

年間支給月数
(参考)

国の改定率
民間支給割合

Ａ

4.15 4.20

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手
当及び勤勉手当の年間支給月数である。

4.16月 4.05月 0.11 0.10

公務員支給月
通Ｂ

較差Ａ－Ｂ 勧告
（改定）

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日

（内容）一般行政職の給料表については、国準拠から福島県人事委員会の見直し内容に準拠し、若年層につい

て引上げ、高齢層については、引き下げを実施。激変緩和のため、５年間（平成３２年３月３１日まで）の経

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の

引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）

２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況

 (1) 職員(1) 職員(1) 職員(1) 職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

    ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

    ②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

331,816

区分 平均年齢 平均給料月額

321,000

58.0 308,300

会津坂下町

平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

類似団体

会津坂下町

307,088

福島県

国

43.3

43.2

43.6

41.6

330,689

327,500 324,366

393,300

418,752

―

353,782

371,775

372,775

410,984

329,459

国 50.4 287,447 ― 329,358

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

類似団体 48.8 287,016 310,283 297,782

福島県 52.0 328,683 386,373 362,610



    ③教育職（幼稚園教諭）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

 (2) 職員(2) 職員(2) 職員(2) 職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

 (3) 職員 (3) 職員 (3) 職員 (3) 職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円 円

円 円 円 円

40.4

一般行政職

大学卒 278,400

福島県 43.2 364,549

会津坂下町

421,596

38.8 292,300 345,800

区分 平均年齢 平均給料月額

高校卒

292,395

平均給与月額

（注）１「平均給料月額」とは、平成２８年４月１日現在における各種ごとの職員の基本給の平均である。

２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などすべての諸手当の額を
合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされたものである。

　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いた
もの）で算出している。

大学卒

区分

176,700

会津坂下町

312,687類似団体

福島県 国

188,400

153,200

188,400

153,200 144,600

346,900

短大卒

379,500

―― 335,400 365,200

―

一般行政職

区分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３３３３　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況

 (1) 一般行政職(1) 一般行政職(1) 一般行政職(1) 一般行政職のののの級別職員数及級別職員数及級別職員数及級別職員数及びびびび給料表給料表給料表給料表のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１会津坂下町の給与条例に基づく給料表の級区分に「よる職員数である。

２標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

標準的な職務内容

主幹、副主幹

区分

６級

副主査、副技査

１級 主事、技師

５級

４級

３級

２級

主任主査、主任技査、主査、技査

大学卒 ― ― ―

高校卒 ―

―

短大卒

― 331,000 353,200

― ―

高校卒 ― ― ― ―

職員数（人） 構成比（％）
１号給の給

料月額
（円）

課長

課長、局長

0.8% 325,800

6.6%

1

8

38

41

10

23

8.3% 196,500

19.0% 144,800 253,000

294,200

31.4% 267,000

33.9% 233,200

最高号給の
給料月額（円）

424,100

406,900

399,000

358,200

311,100

技能労務職 ― ―



 (2) 昇給(2) 昇給(2) 昇給(2) 昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況

○昇給の状況

昇給日

○昇給基準

(１)　勤務成績が極めて良好である職員　Ａ
(２)　勤務成績が特に良好である職員　Ｂ
(３)　勤務成績が良好である職員　Ｃ
(４)　勤務成績がやや良好でない職員　Ｄ
(５)　勤務成績が良好でない職員　Ｅ

平成28年1月1日

１級

0.190
１級

0.189
１級

0.112

２級

0.083

２級

0.098 ２級

0.052

３級

0.339

３級

0.320 ３級

0.379

４級, 31.4% ４級, 32.0% ４級, 38.8%

５級, 6.6% ５級, 6.6% ５級, 5.2%
６級, 0.8% ６級, 0.8% ６級, 1.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成２８年４月の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

４４４４　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

 (1) 期末手当(1) 期末手当(1) 期末手当(1) 期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

2.55 月分 1.60 月分 2.55 月分 1.60 月分 2.60 月分 1.35 月分

（1.40） 月分 （0.75） 月分（1.40） 月分 （0.75） 月分（1.45） 月分 （0.70） 月分

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

  ○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（加算措置の状況）

・役職加算　　５～１５％ ・役職加算　　５～２０％ ・役職加算　　５～２０％

・管理職加算　１５～２５％ ・管理職加算１０～２５％

（２７年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 勤勉手当期末手当

（２７年度支給割合） （２７年度支給割合）

―

千円 千円1,445 1,621

国

１人当たり平均支給額（27年度）１人当たり平均支給額（27年度）

職制上の段階、職務野級等による加算措置 職制上の段階、職務野級等による加算措置 職制上の段階、職務野級等による加算措置

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

会津坂下町 福島県

判定期間中の勤務状況（病気休暇、育児休業等取得）を反映させ、支給している。



 (2) 退職手当 (2) 退職手当 (2) 退職手当 (2) 退職手当（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

千円
（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、○年度に退職した職員に支給された平均額である。  

(3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当

該当なし

 (4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

円

％

種類

49.59最高限度額

25.55625

最高限度額

自己都合

41.325

49.59

勧奨・定年

勤続２０年

勤続２５年

勤続３５年

（支給率）

勤続２０年

勤続２５年

勤続３５年

国

34.5825

49.59

勧奨・定年 （支給率） 自己都合

会津坂下町

20.445

29.145

25.55625

34.5825

49.59

49.59

20.445

29.145

41.325

49.59

支給職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算）

職員全体に占める手当支給割合（２７年度決算）

その他の加算措置　定年前早期退職特例処置 その他の加算措置　定年前早期退職特例処置

（２～２０％） （２～４５％）

1人当たり平均支給額 19,291

感染症患者若しくは感染症の疑
いのある患者の救護若しくは、

勤務１日につき日額４５０円

支給実績（26年度決算） 0

0

0

1手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象業務 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

感染症防疫作業職
員の特殊勤務手当

感染症防疫に作業
する職員

 (5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当
千円
千円
千円
千円

 (6) その(6) その(6) その(6) その他他他他のののの手当手当手当手当（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））））））

管理職手当

手　当　名

32,950
238

扶養手当

住居手当

支給実績（２７年度決算） 27,821

いのある患者の救護若しくは、
感染症の病原体の付着した物件
若しくは付着の危険のある物件
の処理作業に従事したとき等

支給職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算）

支給実績（２６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

172

員の特殊勤務手当 する職員

内容及び支給単価 国の制度と
の異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（27年度決

算）

支給職員１人当た
り平均支給年額
（27年度決算）

日直手当

寒冷地手当

配偶者・子・その他の扶養者

借家に居住する者・・・月額
9,500円を超える家賃を支給して
いる職員最高27,000円

6級課長54,800円、5級課
長52,300円、4級主幹
34,000円
日直勤務１回につき支給4,500円

基準日における支給対象
地域に在勤する職員に支
給

交通用具利用者通勤手当 異なる

異なる

異なる

同じ

国：月額12,000円を
超える家賃の場合支
給4,200円

21,335千円 229千円

異なる
国：月額12,000円を
超える家賃の場合支
給

4,896千円 305千円

同じ

7,364千円

8,531千円

70千円

532千円

使用距離区分単価

国：区分別に定額支給

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職
員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含

む。



５５５５　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円/ 円

円 円/ 円

円 円/ 円

円 円/ 円

円 円/ 円

（1期の手当額）
円
円

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

640,000

796,000 850,000

242,000

221,000

副議長

議員

町長
副町長

副議長
議長

町長

副町長

議長

486,000

299,000

543,200

157,000

区分 給料月額等

673,000

375,000

報
　
酬

290,000

議員

期
末
手
当

230,000

180,000310,000

退
職
手
当

（支給時期）
任期ごと
任期ごと

18,339,840
8,908,800

（算定方式）
給料月額×在職月数×支給率（４８/１００）

給料月額×在職月数×支給率（２９/１００）

町長
副町長

備　　　考

２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合
における退職手当の見込額である。

3.10　月分

3.10　月分

給
　
料

（参考）類似団体における最高/最低額

６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

 (1) 部門別職員数 (1) 部門別職員数 (1) 部門別職員数 (1) 部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由
                                                                     （各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

２　[     ]内は、条例定数の合計である。

116 ▲ 1

12 12 0

業務量による増
117

水道
下水道
国保

その他

主な増減理由

24 0

3 3 0

10 10 0
35 33 ▲ 2

土木

平成２７年 平成２８年
職員数

24

区分
部門

対前年
増減数

一
般
行
政
部
門

議会
総務
税務
民生
衛生

農林水産
商工

計

0
6 6 0
14 15 1

13 13

事務の統廃合による減

43 44 1

160 160 0

小　　計

公
営
企
業
等

会
計
部
門

普
通
会
計
部
門

合　　　　　計

3 3

6 6

教育部門

小　　計

0
4 4 0
17 18 1

0
4 5 1 事務強化による増

177 178 1



(2) 年齢別職員構成(2) 年齢別職員構成(2) 年齢別職員構成(2) 年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

区　分 ～～～～～～～～～～ 計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

職員数

 (3) 職員数 (3) 職員数 (3) 職員数 (3) 職員数のののの推移推移推移推移
（単位：人・％）

年度

部門
２３年２４年２５年

11 16 16 19 16 17826 9 17 16 30 20

２６年２７年２８年過去５年間の増減数（率）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

構成比

部門

116 116 117 116 117 116

39 37 36 43 43 44

155 153 153 159 160 160

19 19 17 16 17 18

174 172 170 175 177 178

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

総合計

一般行政

▲ 1 5.3%

0 0%

教育

普通会計　計

公営企業等会計　計

4 -2.3%

5 -12.8%

5 -3.2%



内訳
（人） （％） 職名 （人） （％） 段階

合計 174 100%

※再任用職員２人及び技能労務主事２人は除く

58 33%

２級

１級

1 1%

56 32%

33%58

29%51

係長 14
主任主査13
主査 15
主任技査　2
技査 1
主任保育士　1
副主任保育士 1
主任保健師 2
主任教諭　5
副主任教諭 4

主幹　6
班長　13
副所長　1
副園長  2
副主幹　29

等級及び職制上の階段ごとの職員数　（平成２９年４月１日）　

37 21%

19 11%

係
員
級１　副主査及び副技査の職務

２　職務の内容、責任の度合いが前
号と同等と認められる職務で、町長
が規則で定める職務

５級

１　町長の事務部局の特に困難な業
務を処理する課長の職務
２　職務の困難度、責任の度合いが
前号と同等と認められる職務で、町
長が規則で定める職務

６級

行政職給料表　（－）

３級

１　主事及び技師の職務
２　職務の内容、責任の度合いが前
号と同等と認められる職務で、町長
が規則で定める職務

等級別基準職務表に規定する
基準となる職務

等級

１　町長の事務部局の主管及び班長
の職務
２　職務の困難度、責任の度合いが
前号と同等と認められる職務で、町
長が規則で定める職務

４級

合計 職制上の階段

主事 26
保育士 3
保健師 1
栄養士 1
教諭 6

課
長
級

係
長
級
・
班
長
級

１　町長の事務部局の課長及び参事
の職務
２　職務の困難度、責任の度合いが
前号と同等と認められる職務で、町
長が規則で定める職務

51 29%

副主査 10
副技査 1
保育士 6
保健師 2

１　町長の事務部局の係長の職務
２　職務の困難度、責任の度合いが
前号と同等と認められる職務で、町
長が規則で定める職務

課長

9 6%

8 5% 課長



人　数 備　　　　　　　　　　考

41

新規採用職員（前・後期） 11 新規採用職員

基礎力アップ研修 4 採用後４年目の職員

実行力アップ研修 3 採用後１２年目の職員

総合力アップ研修 4 採用後２０年目の職員

新任係長研修 13 新たに係長職に就いた職員

新任管理者研修 3 新たに班長職に就いた職員

新任課長研修 3 新たに課長職に就いた職員

8

相互満足交渉術講座 2 コミュニケーション理論とスキルの習得

職場のメンタルヘルス講座 1 職場全体の心身の健康を増進させる能力の向上

メンタルトレーニング実践講座 2 メンタルトレーニングやプレッシャー克服法の習得

地方公会計基礎講座 1 地方公会計の知識の習得

政策法務講座 1 法務と通じた政策実現の能力の習得

クレーム対応講座 1 クレームに対する対応方法の習得

人　数 備　　　　　　　　　　考

11 東邦銀行主催

5 ㈱リオン・ドーコーポレーション

2 會津価値創造フォーラム

人　数 備　　　　　　　　　　考

116 人材育成基本方針及び人事評価制度

124 接遇・情報セキュリティー・マイナンバー制度

120 メンタルヘルス

113 災害時業務継続計画、自治研政策研究会報告

38 早稲田大学マニュフェスト研究所

32 リーダーとしてのスキルアップ、ワークライフバランス

職員の研修実施の状況（平成２７年度）

①　研修所研修（ふくしま自治研修センター）

②　民間研修

③　職場内研修

第３回職員全員研修

第４回職員全員研修

研　修　内　容

基本研修

選択研修

研　修　内　容

特別講演

女性のキャリアデザイン講演

新人社員研修

民間企業研修

地域づくり研修（延べ５回）

研　修　内　容

第１回職員全員研修

第２回職員全員研修


